
【様式第1号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 38,469,714   固定負債 14,557,185

    有形固定資産 34,827,088     地方債等 11,498,132

      事業用資産 16,946,707     長期未払金 -

        土地 3,719,642     退職手当引当金 2,042,064

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 1,016,989

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,679,571

        建物 35,926,317     １年内償還予定地方債等 1,354,044

        建物減価償却累計額 -23,442,758     未払金 16,979

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 598,662     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -208,619     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 199,226

        船舶 -     預り金 105,243

        船舶減価償却累計額 -     その他 4,079

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 16,236,756

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 41,495,208

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -15,182,656

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 995,124

        その他減価償却累計額 -656,450

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 14,789

      インフラ資産 17,122,746

        土地 1,847,103

        土地減損損失累計額 -

        建物 87,766

        建物減価償却累計額 -46,766

        建物減損損失累計額 -

        工作物 36,942,978

        工作物減価償却累計額 -21,709,955

        工作物減損損失累計額 -

        その他 1,620

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 2,107,414

      物品減価償却累計額 -1,349,779

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 262,866

      ソフトウェア 53,798

      その他 209,068

    投資その他の資産 3,379,760

      投資及び出資金 1,205,177

        有価証券 600

        出資金 1,204,577

        その他 -

      長期延滞債権 518,741

      長期貸付金 20,329

      基金 1,654,063

        減債基金 -

        その他 1,654,063

      その他 39,580

      徴収不能引当金 -58,130

  流動資産 4,079,595

    現金預金 791,884

    未収金 258,281

    短期貸付金 1,638

    基金 3,023,856

      財政調整基金 2,756,491

      減債基金 267,365

    棚卸資産 4,216

    その他 -

    徴収不能引当金 -280

  繰延資産 - 純資産合計 26,312,552

資産合計 42,549,308 負債及び純資産合計 42,549,308

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 1,843

    その他 -

純行政コスト 13,205,371

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 1,843

  臨時損失 46,913

    災害復旧事業費 2,877

    資産除売却損 44,036

    使用料及び手数料 962,249

    その他 1,146,652

純経常行政コスト 13,160,301

      社会保障給付 978,647

      その他 35,924

  経常収益 2,108,900

        その他 132,171

    移転費用 7,930,442

      補助金等 6,915,871

      その他の業務費用 202,469

        支払利息 78,764

        徴収不能引当金繰入額 -8,465

        維持補修費 109,901

        減価償却費 1,785,100

        その他 12,605

        その他 422,492

      物件費等 4,480,030

        物件費 2,572,424

        職員給与費 2,034,542

        賞与等引当金繰入額 199,226

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 15,269,201

    業務費用 7,338,759

      人件費 2,656,260

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 26,755,030 42,097,134 -15,342,104 -

  純行政コスト（△） -13,205,371 -13,205,371 -

  財源 12,762,894 12,762,894 -

    税収等 8,477,333 8,477,333 -

    国県等補助金 4,285,561 4,285,561 -

  本年度差額 -442,477 -442,477 -

  固定資産等の変動（内部変動） -601,926 601,926

    有形固定資産等の増加 753,966 -753,966

    有形固定資産等の減少 -1,787,163 1,787,163

    貸付金・基金等の増加 1,013,307 -1,013,307

    貸付金・基金等の減少 -582,036 582,036

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 0 0

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -442,477 -601,926 159,449 -

本年度末純資産残高 26,312,552 41,495,208 -15,182,656 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



【様式第4号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 101,264

本年度歳計外現金増減額 -1,779

本年度末歳計外現金残高 99,486

本年度末現金預金残高 791,884

財務活動収支 -365,445

本年度資金収支額 -242,365

前年度末資金残高 934,763

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 692,398

    地方債等償還支出 1,258,310

    その他の支出 18,235

  財務活動収入 911,100

    地方債等発行収入 911,100

    その他の収入 -

    資産売却収入 1,843

    その他の収入 132,776

投資活動収支 -953,122

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,276,545

    その他の支出 -

  投資活動収入 792,778

    国県等補助金収入 136,733

    基金取崩収入 519,788

    貸付金元金回収収入 1,638

  投資活動支出 1,745,900

    公共施設等整備費支出 733,572

    基金積立金支出 997,263

    投資及び出資金支出 10,685

    貸付金支出 4,380

    災害復旧事業費支出 2,877

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,076,201

【投資活動収支】

    税収等収入 8,420,878

    国県等補助金収入 4,148,828

    使用料及び手数料収入 994,650

    その他の収入 954,416

  臨時支出 2,877

    移転費用支出 7,930,442

      補助金等支出 6,915,871

      社会保障給付支出 978,647

      その他の支出 35,924

  業務収入 14,518,772

    業務費用支出 5,509,253

      人件費支出 2,612,495

      物件費等支出 2,686,541

      支払利息支出 78,764

      その他の支出 131,453

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 13,439,694



 全体財務書類 注記  

 

1 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

イ 昭和60年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

② 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価  

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････該当事項はありません。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････該当事項はありません。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））  

③ 出資金  

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････該当事項はありません。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

該当事項はありません。 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法  

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物   15年～50年  

工作物  10年～60年  

物品    3年～15年  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 

③ リース資産 
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

･･･自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法  

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  



･･･リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 
⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 投資損失引当金 

 該当事項はありません。 

② 徴収不能引当金  

過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。 

③ 退職手当引当金  

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っています。 

③ 損失補償等引当金  

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従って

います。 

④ 賞与等引当金  

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合

（4/6か月）を乗じた額を計上しています。 

 
⑹ リース取引の処理方法  

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています（少額

リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理

を行っています）。 

 
⑺ 資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲として
います。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払
いも含みます。 

 

⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（地方公営企業会計）については、税抜方式によっています。 

 
 
2 重要な会計方針の変更等  

（１）会計処理の原則 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」に基づく、財務書類の作成を 

行っています。 

 

3 重要な後発事象  

該当事項はありません。 



 

4 偶発債務  

該当事項はありません。 

 

5 追加情報  

⑴ 連結対象会計 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険特別会計 特別会計 全部連結 ― 

介護保険特別会計 特別会計 全部連結 ― 

後期高齢者医療特別会計 特別会計 全部連結 ― 

病院事業会計 地方公営企業会計（法適） 全部連結 ― 

農業集落排水事業特別会計 地方公営企業会計（法非適） 全部連結 ― 

東陽食肉センター特別会計 地方公営企業会計（法非適） 全部連結 ― 

連結方法は次のとおりです。 

① 特別会計は、すべて全部連結の対象としています。 

② 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間におけ

る現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

⑶ 表示単位未満の取扱い 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 

 

⑷ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。  

ア 範囲  

普通財産のうち活用が図られていない公共資産 

イ 内訳 

該当事項はありません。 

 



附属明細書

１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

年度：平成30年度
全体会計

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

区分
前年度末残高

(A)
本年度増加額

(B)
本年度減少額

(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度減価償却額
(F)

本年度末
減損損失累計額

(G)

本年度減損額
(H)

差引本年度末残高
(D)-(E)-(G)

(I)

事業用資産 36,955,062 589,320 197,468 37,346,914 22,578,500 713,731 14,768,414
　土地 3,628,978 67,569 - 3,696,547 - - 3,696,547
　建物 31,254,964 364,209 40,058 31,579,115 21,686,829 580,867 9,892,286
　建物付属設備 576,306 131,498 - 707,803 139,794 34,286 568,009
　工作物 347,658 12,377 - 360,035 95,427 15,869 264,608
　その他の有形固定資産 989,745 5,378 - 995,124 656,450 82,708 338,674
　建設仮勘定 157,411 8,289 157,411 8,289 - - 8,289
インフラ資産 38,660,128 295,808 76,469 38,879,467 21,756,722 810,681 17,122,746
　土地 1,798,230 48,872 - 1,847,102 - - 1,847,102
　公共建物 87,766 - - 87,766 46,766 2,508 41,000
　工作物 36,696,043 246,937 - 36,942,980 21,709,955 808,173 15,233,024
　その他 1,620 - - 1,620 - - 1,620
　建設仮勘定 76,469 - 76,469 - - - -
物品 847,311 42,430 3,979 885,762 557,003 80,474 328,759
合計 76,462,501 927,558 277,916 77,112,143 44,892,225 1,604,886 32,219,919


	財務四表_全体会計
	【H30】横芝光町注記（全体会計）
	◎有形固定資産の明細(全体会計)

